
意見書案第１６号 

 

 

同性婚を法制化するための民法等の改正を求める意見書案の提出について 

 

 

上記の意見書案を別紙のとおり、川崎市議会会議規則第１３条の規定により提

出いたします。 

 

令和８年１０月７日 

 

川崎市議会議長  原   典 之  様 

 

            提出者  川崎市議会議員  宗 田 裕 之 

 

                 〃     井 口 真 美 

 

                 〃     市 古 次 郎 

 

                 〃     石 川 建 二 

                  

 〃     渡 辺   学 

 

                 〃     後 藤 真左美 

 

                 〃     小 堀 祥 子 

 

                 〃     齋 藤   温 



 

 

 

同性婚を法制化するための民法等の改正を求める意見書 

 

 

 同性婚をめぐっては、平成３１年以降、全国の同性カップルらが結婚を認めない民法や

戸籍法の規定が憲法に違反するとして、国に対し東京や名古屋など全国５か所の地方裁判

所で６件の訴訟を提起し、昨年１１月までに高等裁判所の二審判決が出そろい、５件にお

いて違憲、１件において合憲と判断が分かれており、最高裁判所は本年３月、これらの訴

訟を裁判官１５人全員で審理する大法廷に回付し、早ければ本年度中にも統一判断が示さ

れる見通しである。 

 こうした中、同性婚の法制化に賛同する企業及び団体の数は、本年８月時点で全国７１

２に達したとの報道があり、外資系企業だけでなく、国内の大企業や中小企業も賛同して

いる状況である。 

 平成２７年に東京都渋谷区で始まった同性パートナーシップ制度は、認定ＮＰＯ法人の

調査によると、令和７年５月時点で全国５３２自治体が導入し、人口カバー率９２．７％

と広がりをみせ、パートナーシップ制度の累計登録件数は９，８３７組となっており、各

自治体の制度は現在も大きな支障なく運用されている。 

 また、同性婚に対する日本の世論は、令和５年２月の報道機関の調査によると、同性婚

を法律で認めることに賛成する回答が７２％、反対する回答が１８％となっており、同性

婚制度に対する国民の理解は大きく広がっている。 

 本市では、何人も、性的指向、性自認その他の事由を理由とする不当な差別的取扱いを

してはならないことなどを規定する、差別のない人権尊重のまちづくり条例を令和元年１

２月に制定しており、同性婚を認めない差別をこれ以上看過することはできない。 

 よって、国におかれては、性的少数者の人権尊重及び差別解消に向けて、同性婚の法制

化に必要な民法等の改正を速やかに実施されるよう強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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